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第 3 節 

フランチャイズ 
 

 

I. 法令 
 

 2006 年 1 月 1 日に施行された商業法（以下「商業法」という）は、フランチャイズ取

引を単一の節、すなわち第 VI章第 8 節におき簡明化している。 

 

  商業法が制定される前は、フランチャイズ協定は、同時に多くの法領域で取り扱わ

れていた。フランチャイズは、混成の性質を帯びており、(i) 技術移転に関する規制、

(ii) IPR ライセンシング規制、(iii) 独占販売権規制などの影響を付随して受ける。しか

し、かかる規制はいずれも、フランチャイズ契約とは何かを公式に定義していない。 

 

  商業法の制定により、フランチャイズ取引に関する規制が、より系統的に凝集され

た。現在、フランチャイズ取引もしくは契約は、以下の法令の適用を受ける。 

 

 商業法 – 第 VI章第 8 節第 284 条から第 291 条まで 

 2006 年 3 月 3 日付政令第 35/2006/ND-CP 号 

 2006 年 5 月 25 日付通産省発布通達第 09/2005/TT-BTM 号 

 

上述のような規制の本体に加えて、現在フランチャイズ契約は、様々な面を有する

ので、同時に IPR ライセンシング契約ライセンシング規制および技術移転規制などの

対象となる可能性がある。 

 

  さらに、フランチャイズ契約は、非常に複雑であるため、かかる法令の適用範囲外

のなんらかの問題を引き起こす場合がある。このような場合、問題の解決に民法典

（Civil Code）85の参照が必要になる。 

 

 

II. 概観 
 

1. 概念 
 

ビジネス上の観点からすると、フランチャイズは、商品もしくはサービスのマーケ

ティングおよび流通の手段として一般に知られている。フランチャイザー（フランチ

ャイズ本部）は、フランチャイズの取決めにより、迅速かつ効率的に事業を拡大する

だけでなく、資本を調達することができる。フランチャイズ方式は、ベトナムで採用

され始めたばかりであり、本質的に商業サービス部門のみで利用もしくは適用されて

いる。 

 

法律上、フランチャイズ協定は、フランチャイザー（本部）とフランチャイジー

（加盟店）の間の契約関係であり、フランチャイザーの商号、商標の下で、フランチ

ャイザーの統一基準に従って事業システムを運営する権利をフランチャイザーが付与

し、フランチャイジーが受けることになる86。 

 

フランチャイズ協定では、通例フランチャイザーが、フランチャイズ事業の運営に

                                                      
85民法は、2006 年 1 月 1 日に施行された。 
86

 商取引法第 284 条を参照。 
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関連するさまざまな種類の援助をフランチャイジーに提供する。こうした援助として、

初期もしくは継続的援助、研修、運営指導、マーケティング、経営および人事に関す

る助言などがある。さらに、かかる協定において、フランチャイザーは、フランチャ

イザーの事業システムに関連した外観、レイアウト、設計、配置、および営業時間に

関する指針をフランチャイジーに提供すること、もしくはその遵守を要求することが

多い。 

 

2. 要点 
 

2.1 形式 
 

フランチャイズ契約は、書面で締結されなければならない。この要件を遵守しない

場合、フランチャイズ契約は無効とされることになる。 

 

フランチャイズ契約に IPR ライセンシングが組み込まれる場合、かかるライセンス

についても、フランチャイズ契約の別の部分に分割しなければならない。 

 

フランチャイズ契約には、以下の条項を含めることができる87。 

 

 フランチャイズの内容 

 フランチャイザーの権利義務 

 フランチャイジーの権利義務 

 価格および定期フランチャイズ料、ならびに支払い方法 

 契約期間 

 合意の延長および終了、ならびに紛争解決 

 

フランチャイズ契約の当事者はフランチャイズ契約に個別かつ独立したライセンス契

約の条項を入れるか、またはフランチャイズ契約に個別の契約を添える必要がある。 

 

2.2 主要な義務 
 

フランチャイザーの義務 
 

フランチャイズ契約において、フランチャイザーは、以下の義務を負わなければな

らない。 

 

[1] フランチャイジーにマニュアルおよび開示文書を提供すること。 

フランチャイザーがフランチャイジーに発送する必要のある特定文書には、従

来締結されたフランチャイズ契約の見本、フランチャイズ事業の運営に関するマ

ニュアル、指示事項および標準を記載した文書などが含まれる。 

 

  フランチャイザーは、既存フランチャイジーとフランチャイジー候補の両方の

要請を受ける以前に、かかる義務を履行する必要がある。 

 

  当該文書についてフランチャイジー候補からかかる要請があった場合、フラン

チャイザーは、フランチャイズ契約の署名もしくは締結の日より15日以上前に、

フランチャイジー候補に対してこれを発送する義務を負うものとする。このよう

な義務を負う理由は、かかる文書が、フランチャイズ予定事業に関する見通しを

                                                      
87政令第 35/2006/ND-CP 号第 11 条を参照。 
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得ること、もしくはフランチャイズに関する合理的な決定をなすことのいずれか

について、フランチャイジー候補の助けとなるものだからである。 

 

[2] フランチャイジーの従業員を研修すること。もしくは技術援助を提供すること。

別段の合意のない限り、フランチャイザーは、フランチャイザーの統一基準およ

び仕様に従ってフランチャイズ事業の開始、運営、および維持を行なう方法につ

いて、フランチャイジーの従業員を研修する義務を負う。 

 

  フランチャイザーは、フランチャイジーの要請がある場合には、初期および継

続的援助を提供する義務を負う。 

 

[3] フランチャイズ事業の開始について助言を提供すること。 

フランチャイズする事業システムを展開する際に、フランチャイザーは、シス

テムの構築もしくは運営に関する基準およびノウハウを徐々に形成している。さ

らに、フランチャイザーは、状況に応じてシステムを複製する際に事業の確率お

よび運営のための統一基準を維持する方法に関する知識もしくはノウハウを獲得

している。 

 

  したがって、フランチャイザーこそが、関係する最適な知識もしくはノウハウ

を熟知している、または持っているのである。他方で、フランチャイザーは、フ

ランチャイジーに助言および支持を与えることによって、事業システムが常にフ

ランチャイザーの統一基準を満たしていることを保証することができる。 

 

[4] フランチャイズ事業の変更点もしくは改良点を更新すること。 

フランチャイザーは、フランチャイザーの事業システム全体を対象として行な

われたか、もしくは適用されたか否かにかかわらず、重要な変更点および改良点

すべてについてフランチャイジーに通知しなければならない。かかる変更点には、

フランチャイザーの所有もしくは支配の変更、またはフランチャイズ事業に影響

する可能性のあるその他の変更点が含まれる。 

 

フランチャイジーの義務 
 

フランチャイジー側では、以下の義務を負わなければならない。 

 

[1] 必要な情報をフランチャイザーに供給すること。 

この義務は、フランチャイジーとなることを希望する法主体に課されるもので

ある。ここで必要な情報とは、フランチャイザーにとってフランチャイジー候補

がフランチャイズ契約を結ぶことを保証できるような情報を意味し、フランチャ

イジー候補の財務能力、事業ポートフォリオ、もしくはマーケティング計画がこ

れに含まれる。 

 

[2] フランチャイザーの指示を厳守すること。 

フランチャイジーは、フランチャイズ事業の構築および運営に関するフランチ

ャイザーの指針もしくは指示に従わなければならない。このようなフランチャイ

ジーの迅速かつ正確な厳守により、フランチャイズ事業を確実にフランチャイザ

ーのフランチャイズ・システムに沿って運営することができる。 

 

[3]  フランチャイザーのノウハウもしくは営業秘密を機密扱いにすること。 

フランチャイジーは、フランチャイザーから得た、またはフランチャイズ契約

の履行を通じて知ったフランチャイザーのノウハウもしくは営業秘密の機密性を
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維持し、保証する義務を負う。フランチャイジーは、フランチャイズ契約の満了

もしくは終了後もなお、かかる義務に拘束される。 

 

2.3 条件 
  

フランチャイザーに適用される条件 

 

フランチャイザーは、フランチャイズ契約の締結に先立って、もしくは締結後も、

フランチャイザーに適用される以下のような条件を満たしていることを確認しなけれ

ばならない。 

 

[1] フランチャイズ事業の営業期間の長さ 

フランチャイザーがベトナムでフランチャイズ事業を営むことを許されるのは、

1年以上当該事業に従事している場合のみである。 

 

[2] フランチャイズ事業の登録 

フランチャイザーは、フランチャイズ事業を商工省に登録しなければならない。

後掲の「登録手続」を参照。 

 

[3] 適法な事業 

フランチャイザーは、自社の当該事業システムの下で供給もしくは実施される

にせよ商品および/またはサービスが禁止されているカテゴリーに該当しない場合

に限り、その事業のフランチャイズを許可される。 

 

フランチャイジーに適用される条件 
 

フランチャイジーは、フランチャイズ契約の対象に適切となっている対応した営業

許可を取得しているか、営業科目を有している場合に限り、フランチャイズ事業の運

営を許される。 

 

2.4 期間 
 

フランチャイズ契約の期間については、制限が存在しない。当事者双方は、フラン

チャイズ契約の発効時点、および当該契約の終了時点を決定することができる。 

 

2.5 言語 
 

ベトナムでフランチャイズ・システムを運営するフランチャイズ契約は、ベトナム

語で作成しなければならない。フランチャイズ契約の当事者が外国の当事者である場

合、当事者双方は、必要に応じてライセンス契約のベトナム語版に加えて、選択した

外国語でも当該契約書を作成することができる。 

 

ベトナムから外国にフランチャイズされる事業システムの場合、当該取引の当事者

は、関係フランチャイズ契約に適切な言語を自由に決定することができる。 

 

2.6 登録手続 
 

ここで考察する登録手続は、フランチャイズ契約を強制するために実行しなければ

ならない手続を指すものではない。またこれは、フランチャイズ契約をベトナムで強

制可能にするためには、当該契約を所管当局に登録しなければならないということを
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意味するものでもない。 

 

ここで述べる登録手続は、事業システムをフランチャイズすることによって、ベト

ナムでの事業遂行を望む法主体にのみ適用されるものである。さらに詳しく言えば、

フランチャイザー候補は、ベトナムでフランチャイズ・システムを運営するに先立っ

て、所管官庁にフランチャイズ事業の登録もしくは登録を行なわなければならない。 

 

商工省（「MOIT」）は、ベトナムの国境を越えて営まれるすべてのフランチャイズ

事業の管理および登録を行なう権限を備えている。すなわち、商工省は、当事者の一

方が外国の当事者である一定のフランチャイズ取引を登録する。 

 

省の商工部は、ベトナム領内で営まれるすべてのフランチャイズ事業を登録する権

限を授けられている。 

 

フランチャイズ事業の登録に必要な文書には以下のものがある。 

 

 フランチャイズ登録要請書（付属資料 A フォーム 10 を参照） 

 フランチャイズ説明書（FDD） 

 以下を証明する文書 

. フランチャイザーの法的地位 

. 関係IPRの保護 

 直近の年の監査済み財務報告書（ベトナム語への翻訳・認証が必要） 

 手数料および料金の支払い受領証 

 フランチャイザーからの認証委任状 

 

 ＜注＞ 

 

 上述の文書を外国語で作成する場合、これをベトナム語に翻訳し、公証人役場で

認証を受けなければならない。フランチャイザーの法的地位を証明する文書、す

なわち事業免許は、認証しなければならない。 

 

フランチャイズ事業が商工省の権限の対象となる場合、以下に宛てて書類を送付す

る必要がある。 

 

Department of Planning, Ministry of Industry and Trade 

Address: 54 Hai Ba Trung Street, Hanoi  

Phone: (84 4) 22 202 222 

Fax: (844) 22 202 524 

Email: VKH@moit.gov.vn  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

mailto:VKH@moit.gov.vn


188 

 

ベトナムにおけるフランチャイズ事業登録手続 
 

MOST または DOST への 

申請 

形式的要件の審査 

実体要件の審査 

フランチャイズ事業（*）の登録料

の納付 

フランチャイズ事業登録の許可 

フランチャイザーへの登録通知 

通告に対する応答 

記載補充の通知 
通告に対する 

非応答 

却下の通知 

（*）注：登録料の規制については、財務省で策定中。 

2 日 

10 日 
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付属資料  A
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Form 10 

 

APPLICATION FOR REGISTRATION OF FRANCHISING ACTIVITY 

 

 To:  the Ministry of Trade 

  ____ Ngo Quyen, Hanoi 

 

Name of business entity: (Print in capital letters)………………………………………… 

Name of the business entity in a foreign language (if any):………………………………. 

Abbreviated name of the business entity (if any):………………………………………… 

[Business registration certificate/Investment certificate] No:…………………………….. 

Issued by:……………………………………………………Date of issue:……………… 

Nationality of business entity:…………………………………………………………….. 

Charter capital:…………………………………………………………………………….. 

Business line:………………………………………………………………………………. 

Proposed franchising sector:………………………………………………………………. 

Form of the franchise:2:……………………………………………………………………. 

Head office address:………………………………………………………………………. 

Telephone:…………………………………………………Fax:…………………………. 

Email (if any):……………………………………………………………………………… 

Request registration of a franchising activity from overseas into Vietnam 

[Location of the franchise:………………………………………………………………… 

The business entity hereby undertakes to be totally liable for the truthfulness and accuracy of 

the contents of this Application and of the attached documents. 

    Date ______________ 

Legal Representative of the business entity 

 

 

(Signed and sealed) 

Attached documents: 

-…………………………………….; 

-…………………………………….. 
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